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別表２　全国展開することとなった規制の特例措置

別表１
の番号

特定事業の名称 特区における規制の特例措置の内容
全部／
一部

全国展開の実施内容 全国展開を実施する法令等 実施時期 所管省庁

410
国内衛星の地上での無
線通信免許手続簡素化
事業

ロケット打ち上げ射場における国内衛星の打ち上
げ前の機能確認に係る無線局免許手続につい
て、人工衛星の無線局免許手続を省略するととも
に、地上実験設備（無線局）についてはロケット打
ち上げ計画に沿った長期使用を可能とする。

全部
特区における規制の特例措置の内容・要件の
とおり、全国展開を行う。

電波法関係審査基準の一部
を改正する訓令（平成１７年１
０月３１日総務省訓令第５７
号）

平成１７年１０
月３１日施行
（措置済）

総務省

601
短期滞在査証の発給手
続の簡素化事業

島嶼を訪問する韓国からの団体観光客又は修学
旅行生の引率者について、短期滞在査証の発給
において必要とされる在職証明書等の職業関係
書類又は住民登録証明書の提出を不要とする。

全部
特区における規制の特例措置の内容・要件の
とおり、全国展開を行う。

外務大臣から在外公館長あ
てに通達を発出することで対
応予定

平成１７年度
中に措置
なお、平成１
８年２月２８日
まで、韓国人
に対する短期
滞在査証免
除を実施

外務省

602
数次短期滞在査証の発
給手続の簡素化事業

数次査証発給のためには在外公館からの個別の
本省経伺が必要であるものを、公共性の強いプ
ロジェクトに関連するロシア人の査証申請につい
ては、地方公共団体の長等が身元保証する場合
に本省経伺を要しないこととする。また、この場合
にＦＡＸによる査証申請を認める。

全部
特区における規制の特例措置の内容・要件の
とおり、全国展開を行う。

外務大臣から在外公館長あ
てに通達を発出済

平成１８年１
月１日施行予
定

外務省

804
高等学校等における学
校外学修の認定可能単
位数拡大事業

他の高等学校や中等教育学校の後期課程に修
得した単位を高等学校の単位数に互換できる単
位数の上限を、２０単位から３６単位に引き上げ
る。

全部

１．特区における規制の特例措置の内容・要件
のとおり全国展開を行う。
２．１．の要件適合性については、地方公共団
体が判断するものとする。

学校教育法施行規則（昭和２
２年文部省令第１１号）の一
部を改正する省令(平成１７年
文部科学省令第１６号)

平成１７年４
月１日施行
（措置済）

文部科学省

1211

道路管理者が設置する
有料道路駐車場におけ
る特別料金の設定及び
変更の手続の容易化事
業

借入金の償還がなされる範囲内であれば、駐車
場利用料金のうち、回数券の料金、夜間の１泊料
金、１か月定期料金等の特別料金の設定、変更
について、国の許可を要しないものとする。

全部
特区における規制の特例措置の内容・要件の
とおり、全国展開を行う。

道路整備特別措置法に基づ
き道路管理者が設置する有
料道路駐車場において特別
料金の設定及び変更をする
場合の取扱いについて（平成
１７年９月２２日付国道有第３
７号）

平成１７年１０
月 １ 日 施行
（措置済）

国土交通省


